
      

輸入チルドポークの 急増と日本養豚業界の 対応 

住商飼料畜産㈱ 山 上 雄 也 

本年 6 月の豚肉相場は ，需要 期 にもかかわらず 術 ，輸送方法等，今後一層の 改善が進むであ ろう 

lte 当り 450 ～ 480 円 ( 一時的な高騰を 除いて ) こと，仕人価格の 点で量販店等には 大きく魅力が 

で低迷し続けた。 これは昨年の 同時期に比べおよ あ ること等を考えると ，輸入チルドポークはスー 

そ lkg 当り lon 円の下値であ る。 パーマー ケット等において ，定時，定量を 安定的 

量販店の円高還元セールが 一服して輸入牛肉の に供給しうる 有力な供給ソースとしてテーブルミ 一 

販売促進が ヵゲ をひそめたとはいえ ，牛肉の相場 ト 用に安定した 需要を確保することになろう。 一 

下落で豚肉の 消費は大きく 減少しているといわれ 方 ，日本の養豚 業は ，生産コスト ，環境規制の 間 

ている。 題 ，いわゆる 3K と称される業種の 一部として 就 

テーブルミート 用として国産品と 競合する輸入 労者の確保 難 等の要因から ，減少傾向をたどるこ 

チルドポークは ，台湾産品，米国産品ともに 増加 とはやむを得ないと 考えられ，豚肉の 自給率は牛 

の傾向にあ り， これが豚肉相場を 抑える強い材料 肉と同様に現行の 70% から 50% に減少すると 予 

となっている。 国内生産の急激な 落ち込みもない 測 される。 しかも早ければ ，向こう 5 年位の間に 

以上豚肉相場は ，長期的低迷化の 様相を脱するこ 50% 程度の自給率に 減少することも 十分に考え 

とは出来ないと 言ってよい。 られる。 

それでは豚肉相場低迷の 大きな材料となってい ところで，わが 国からみて今後の 動向が特に注 

る 輸入チルドポークの 現状は一体どのようになっ 目されるのは ，台湾よりはむしろ 米国であ る。 米 

ているのであ ろうか。 国 食肉輸出連合会は ，牛肉から豚肉に 比重を移行 

しながら市場開拓を 推進する方針を 表明している 

1. 輸入チルドポークの 現状と今後の 見通し ので，テーブルミートにターゲットを 絞った チル 

昨年 1 年間の豚肉輸入量は 47 万 9,700 トン ドポークの輸出に 攻勢をかけてくることは 間違い 

( 前年比 116%) であ り，そのうちチルドポーク ないものと見られている。 既に「アメリカンポー 

の 占める割合は 23%, 10 万 9,950 トン ( 前年比 ク 」，「ヘルシーポーク」を 全面に押し出し 大手ス一 

181%) であ る。 この数字だけで 判断しても輸入 パーマー ケットに拡販活動を 展開している 0 

量の t 曽加以ユこ にフローズンからチルドにシフト し 

てきている状況が 読み取れる。 2. 国内養豚業の 対応策 

本年に入ってからの 同朋チルドポーク 輸入量の 誰が考 床 ．てみても当然のことではあ るが， 日本 

推移をみても ，チルド tg 加の傾向は衰えを 見せて の養豚 業 にとって，とりたててとっておきの 妙案 

いない (93 年 /5 月産 1 万 10 トン ) 。 チルド技 があ るわけではない。 差額関税制度撤廃への 行進 
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輸入チルドポークの 急増と日本養豚業界の 対応   
をとどめることが 困難な推測にたてば 養豚 業 の 基 

豚肉輸入数量及びチールドポークの 推移 本に立ち戻り ，生産効率向上，生産コストの 別丁 

部分内べース ， ( ) : チルド数，単位 : トン げを徹底的に 追及して い くと共に，生産者が 自ら 

年月 合 計     即ち，消費者に「品質」，「価格」，「ブランド」 

で 高く評価されうる 豚肉を作ると 共に的確な公報     
「品質」面では 良質な肉を産する 形質を有する     
生産が必要であ る。   
この条件を一番満たしやすい 豚 として，会話題       
    は ，原種 豚作 出の過程から 厳重な衛生的管理を 実   
衛生管理がなされており ，薬物の残留等の 不安も     3 種豚 19,288 (6,630) (2,992) 4,830 13,552 (276) 育形態がその ，飼料，飼育方法まで 安全性を保証していると 統一された質の 言える。 高い飼   また「価格」面を 考えても，現在，日本で 開発 

されている SPF 種 豚の中には，繁殖性，産肉性，   
強健性，早期育成等の 点からコスト 引下げにも 寄     

日本貿易統計，大蔵 省，食肉速報 
「価格」の両面で 十分に流通業者，消費者の 期 

待 に応えうるものがあ ると思われる。 養豚 業の 

SPF 化こそは国内養豚業の 重要な対応策の 一つ 
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であ ろう 0 られる」ということになる。 要は消費者に 安全で 

販売面の工夫として 相場に振り回されず ，生産 美味しい豚肉を 供給することを 最終目標にして 生 

者，流通業者 ( パッカ一 ), 量販店が相場の 変動 産者，流通業者，小売業者が 戦略的に関係を 密に 

をお互いに補填し 合うような安定的な 建値取引を し，相互理解のもとに 流通の合理化や 販売計画を 

確立することも 国内養豚の経営を 安定させる要素 実施する体制を 組むことが有力な 対策となろう。 

となる。 但しこのような 取引を成立きせるには ， 豚肉相場を 400 ～ 450 円程度に目標を 設定し 

高品質で定規格の 豚肉を，定時，定量出荷できる 環境コストも 含めて利益のでる 経営体に改革して 

体制が整っていることが 前提となる。 このために いくことが必要と 考えられる。 

はあ る程度の規模が 必要であ り，大規模の 企業 養 

豚ないしは家族経営体のバループ 化が必要となろ 

ぅ 。 グループ化の 条件は「単なる 出荷団体ではな 本稿は「 ふぉ 一なす」 1993/8 号に掲 俄 したものに 

く種 豚から飼料，飼育方法まで 同じレベルに 揃え 若干加筆を行ったものであ る。 

プタ ・ ア ・ ラ ・カルト 
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